























































































SI S2 S3 S4 S5 S6 S， S8 
上部空間α + 
bs:表土 + 
b7:錐j皮累層(上部) + + + + 
b6:難波累層(中部(Ma13層)) + + + 
bs:基盤j皮累廠(下部) + + 
ん難波累廠(最下部) + 
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(1997 - 2007) の 「第3の道 (theThird W ay) J、ド
イツのシュレーダー (1998-2005)の 「新たな中道





が 「生産的福祉Jを、虚武鉱(ノ ・ムヒョン、 2003-
2008)が「参与福祉jを唱え、これらヨ ーロッパの動
きを積極的に取り入れようとした。
1999年には国民基礎生活保障法が制定された。こ
14 
れは日本で言 う生活保護である。扶助の内容はどち
らかと言うと日本の方がより充実している点は今でも
変わりはない。しかし驚いたのは、このなかで自活支
援活動が義務化された点だった。これは日本で言う自
立支援で、受給者に自立を促すためのプログラムを指
す。日本ではようやく2005年に国の補助事業として
導入されたが、 今でも法律上の根拠をもたず、 参加は
任意で、ある(義務化すれば良いというわけではない)。
ところが韓国では、稼働層の場合、自活支援活動に参
加しなければ、扶助の一部または全部が中止されるこ
ととなった。
これだけ書くと、随分と締め付けが強くなったかの
ように聞こえる。実際、そのように受けとった研究者
も多かった。しかし、現場ではかなり印象が異なる。
とれらのプログラムを受託していたのは、かつては民
主化運動の一翼を担っていた活動家が多く、運動の一
環として貧民街で行われていた零細な協同組合運動
をそのまま発展させたようなところが多かったのであ
る。参加者には女性が多く、 安定した仕事で、 仕事の
内容もリサイクル等社会的に目的を持つものだったの
で、筆者が調査した限りでは、かなり満足度が高.かっ
た。
2007年には、乙の自活支援事業が発展して、社会
的企業育成法が成立した。これにもかなり驚かされ
た。 社会的企業はイタリアで1990年代に法制化されて
